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潜在ＧＤＰと実質ＧＤＰの推移
〜需給ギャップは解消に近付いている〜

マクロ経済の動向
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供給⼒の
引上げを

（備考）左図：「国⺠経済計算」等の内閣府公表資料及び⽇本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」により作成。右図：総務省「消費者物価指数」、内閣府「令和５年度内閣府年央試算」、
＿＿＿＿⽇本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト」（７⽉公表）及び厚⽣労働省「毎⽉勤労統計」により作成。名⽬賃⾦は現⾦給与総額。2023年4-6⽉期以降の潜在成⻑率は⾜下の潜在成⻑率で延伸。

物価の不確実性は⾼く、
きめ細かな物価⾼対策を

（期）

消費者物価の⾒通しと賃⾦
〜物価の不確実性が⾼い中、プラスの実質賃⾦となるよう、賃上げの流れを拡⼤すべき〜

潜在ＧＤＰ（供給⼒）

⾜下の
潜在成⻑率
年率0.4%

内閣府
年央試算

（年度平均）

四半世紀の
デフレ経済で

潜在成⻑率低迷

90年代の
潜在成⻑率
年率2.0%

（年）
（期）

（年度）

内閣府年央試算
ＣＰＩ(総合)：年度平均

コアＣＰＩ
（⺠間予測⾼位平均）

コアＣＰＩ
（実績)

コアＣＰＩ
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2022年度
後半平均値

2022年度
前半平均値

４兆円

50兆円 需給ギャップ
は解消が近い

需給ギャップ
が⼤幅に縮⼩

 需給ギャップが解消に近付く中、コロナ禍での経済下⽀えから供給⼒強化に政策の軸⾜を移す動きを加速すべき。
 物価・経済の動向に応じた機動的なマクロ経済運営の下、更なる賃上げ促進によって実質賃⾦を引き上げるべき。

実質ＧＤＰ（総需要）
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基⾦からの⽀出と⾒通し

10兆円台
半ば

基⾦残⾼の推移
〜積み上がった基⾦の執⾏管理を強化すべき〜

（兆円：年度末残⾼）

令和３年度の基⾦からの⽀出の⾒通しと実績
〜乖離した要因の分析・公表が必要〜

（兆円）

乖離1.8兆円
（⾒通しの６割）

「基⾦シート」の
⽀出⾒通し

(令和３年９⽉公表時点）

⽀出実績

2
（備考）⾏政事業レビュー「基⾦シート」及び財務省資料等により作成。右図は、令和３年度⽀出の当初⾒通しを策定した163基⾦の合計であり、同年度⽀出の当初⾒通しを策定しなかった13基⾦（同年度に新規に
＿＿＿＿設置された基⾦等：年度⽀出実績が0.8兆円）は含まない。※：令和４年度の基⾦の収⼊のうち、国からの交付額は９兆円程度と⾒込まれる（予算書及び各省からの聞き取り）。基⾦の収⼊のうち、国から

の交付額以外の地⽅⾃治体・企業からの収⼊等は不明。令和４年度の⽀出は、「基⾦シート」に基づく既存基⾦に関する各府省の⽀出⾒通し。このため、実際の収⼊・⽀出は⼤きく異なる可能性がある。

令和４年度
※参考※

収⼊:9程度
⽀出：6.7

令和３年度
実績

収⼊：7.2
⽀出：2.1
返納：0.5

令和２年度
実績

収⼊：7.8
⽀出：1.8
返納：0.1

当初⾒通し(3.1兆円)の６割(1.8兆円)が
実際には⽀出されず、⾒通しが⽢い
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｢基⾦シート｣記載項⽬(令和５年９⽉頃公表予定)
〜翌年度を含む中期の⽀出⾒通しが必要〜

令和４年度
⽀出額

令和５年度
⽀出額

令和６年度
⽀出額

⽀出実績
を記載予定

⽀出⾒通し
を記載予定

⽀出⾒通しは
含まれていない

（国からの交付のみ）

（基⾦シートの⾒通し額）

 基⾦については、累次の経済対策等で残⾼が10兆円台の半ばまで積みあがっており、執⾏管理を強化すべき。
 各基⾦が、翌年度を含む中期の⽀出⾒通しを公表することは、執⾏管理のみならず、⺠間の予⾒可能性の向上、データに

基づく適切なマクロ経済運営の観点からも必要不可⽋。
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※政府機関を選択すると
＿予算額も表⽰することが可能。
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補助⾦申請
データ

記録システム

連邦調達
データ

記録システム

 デジタル⾏財政改⾰の基盤として、国・地⽅共通の予算・執⾏・決算のデジタルコード化とデジタルによる⼀気通貫の⾒え
る化を推進すべき。

 これによって、府省横断予算の合理化や予算執⾏のリアルタイム把握を推進するとともに、歳出全体を通じた優先順位の明
確化を図るためのＥＢＰＭ・ＰＤＣＡを活⽤したワイズスペンディングを徹底し資源配分の最適化を図るべき。

3

予算･執⾏･決算制度のデジタル連結に向けて

（備考）⽶国連邦政府ウェブサイト｢USAspending.gov｣｢Federal Funding Accountability and Transparency Act Subaward Reporting System｣、会計検査院｢欧⽶諸国におけるデータ分析、ＡＩの活⽤による会計検査･
＿＿＿＿監査等の状況に関する調査研究｣及び国会図書館｢アメリカの連邦資⾦公開に関する法改正｣により作成。連邦政府からの⽀出を財源とした州政府等におけるデータの反映は３万ドル以上の契約･補助⾦が対象。

予算執⾏データのリアルタイム集約・⾒える化の事例（⽶国“USAspending.gov”）
〜コードを付与することで、個別の契約ごとや受注者ごとの予算執⾏の内容・進捗をリアルタイムで把握することを可能とすべき〜

毎
⽇
反
映

⼀元的なデータベース

公開ウェブサイト（USAspending.gov）

各機関の
データを
集約

集計された予算執⾏状況の⾒える化
政策分野ごとの最新の予算執⾏額連邦政府全体の予算執⾏額の推移

個別の予算執⾏の概要

連邦政府⽀出機関

〜受注者･受給者の名称･所在地･事業場所･⾦額等の
キーワードやコードなどで検索することが可能〜

XXXXXXXXXXX

契約･補助⾦ごとにコードを付与

受注者･受給者
AAAAA, INC.
000 Massachusetts Avenue 
NW, Washington D.C. 20008
UNITED STATES

Identifier YYYYYYYYYYYY

受注･受給⾦額
受注者･受給者ごとの予算執⾏の推移

2008 10 12 14 16 18 20 22 23

個別の予算執⾏状況の⾒える化

契約データ 補助⾦データ

受注者･受給者
データ

管理システム

情報の流れ

65321121110 4 7
2022 2023

各受注者
各受給者

随
時
登
録･

更
新

属性データ

州政府等
契約･補助⾦データ

連邦政府各機関
契約データ 補助⾦データ
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受注･受給数

受注者･受給者ごとにも
コードを付与

契約･補助⾦ごとの予算執⾏の進捗状況
⽀出済⾦額 契約⾦額

社会保障

商業･住宅融資
教育･訓練等

交通

国防

農業
$1,000B

州政府を経由した場合の予算執⾏の状況
受注者 契約⽇ ⾦額

執⾏率

契約総額

契約件数契約事業名
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